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〔論 文〕 
競争政策と関税政策の有効性と代替性 

















善することが知られている (Yano and Dei (2003))｡ 
この結果は, 国内の競争政策が関税政策と似た
効果を持つことを示唆している｡ また, Takahashi 
(2005) や Yano, Takahashi, and Kenzaki (2008) 
では, 競争政策と関税政策の自国厚生に与える
効果の大きさを比較分析している｡ これらの研








うる｡ だが, これまでの研究では, 国内競争政
策と関税政策の双方を自国が採用する時の効果






























る｡ このプロセスでは, まず, 貿易市場で輸入
数量や価格が確定した後, 国内市場で生産され
る最終消費財の価格や数量が決定される｡ 実際
には, 政策も, 財の流れに応じて, 貿易市場に
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大きさを測定した｡ その結果, 例えば, 日本の
現行平均関税率を 2 ％と換算した場合,  2 ％関
税政策と最適競争政策を採るほうが, 自由貿易 
(関税率 0 ％) と最適競争政策を採る時よりも高
い自国厚生を達成することが数値例によって示
された｡ また, 関税率が下がるほど, 最適ラー
ナーインデックスの値は上がり, 国内市場の競
争の度合いが弱まることも分かった｡ 





時の最適解の一次条件式を示した｡ 第 3 章では, 
具体的な関数形とパラメター数値例を与えて, 
最適政策の厚生効果の大きさを定量的に求めた｡ 
2 . モデル 


















モデルは, 以下の 5 式に集約される｡ 
1LAwa   (1) 
   1 1F Bp c p w     (2) 
         1F F F L F F F F B BF B F Fp x p w u wx p w u wL p x p w u tp a p w x p w u
              
         1F F F L F F F F B BF B F Fp x p w u wx p w u wL p x p w u tp a p w x p w u
              
         1F F F L F F F F B BF B F Fp x p w u wx p w u wL p x p w u tp a p w x p w u
               (3) 
   1B BF B F F Bp a p w x p w u M p
   
 
 
     
   1B BF B F F Bp a p w x p w u M p
   
 
 
      (4) 
 1 B Bt p p
   (5) 
(1) 式は, 中間財 A の完全競争均衡式である｡ 
リカードモデルを仮定すると, 中間財 1 単位の
生産に必要な労働投入量 alA は外生的に与えら
れる｡ 中間財Aをニュメレール財と仮定すると, 









である｡ 自国の消費者は, 最終財 xFと余暇 xLか
ら効用を得ている｡ また, 彼らは, 労働初期保
有量の価値 wL の他, 最終消費財市場から生じ
る寡占利潤pFxF と, 中間財貿易市場から生
じる関税収入 TR  tpBaBFxFの双方を得る｡ 
(4) 式は, 中間財の貿易均衡式である｡ 式の
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2.1. 関税政策と最適競争政策 
ここでは, 関税率 t を所与とした上で, 自国
政府がラーナーインデックス をコントロール
して自国の社会厚生uを最大にする時の均衡をみ
る ｡   5 つ の 式  (1) - (5) を  6 つ の 変 数 
( pFpBp

Bwu) について解くと, 効用 u がラ
ーナーインデックス の式だけで記述できる｡ さ
らに, その式の一階の条件 0dud  を満たすラー
ナーインデックスの大きさを求めるために, (1) 
- (5) の 5 つの式を 6 つの変数で全微分する｡ 式 
(1) より, 労働投入量 aLA が固定されたパラメタ
ーであることから, 労働賃金 w も一定となり, 
0dw    (6) 
である｡ 関税率 t を所与として, 残りの式 (2) - 
(5) を 5 つの変数で全微分して解くと, 
 1 F F BF Bdp p d a dp      (7) 
 1 FF B BF F F
F
x
x tp a p dp
p
   
 
 
   
 
 
 1 F LF B BF
x x
p tp a w du
u u
   
 
  
      
 
BF
BF F B B F B F F
B
a








BF F B B F B B BF F B BF B
B F B
a x x dM
a x dp p x dp p a dp p a du dp
p p u dp

    

  




BF F B B F B B BF F B BF B
B F B
a x x dM
a x dp p x dp p a dp p a du dp
p p u dp

    

  




BF F B B F B B BF F B BF B
B F B
a x x dM
a x dp p x dp p a dp p a du dp
p p u dp

    

  
    
  
  (9) 
 1B Bdp t dp
    (10) 
となる｡ これら 4 つの式を連立して解き,  3 つ
の変数 (dpFdpBdp

B) を消去すると, du と dの
関係式が導出される｡ 自国政府がラーナーイン
デックスをコントロールすることで自国の効用
を最大にする時, 一階の条件である 0dud  が成




   
1 ( 1)










   






















































optの大きさを図 1 のグラフに示す (図 1 )｡ 
横軸に関税率 t を, 縦軸に最適ラーナーイン
デックス
opt を採り, 中間財需要の価格弾力性







輸入の価格弾力性の大きさが1  0 であるな 




















  の時には, 最適ラーナーインデ 
ックス
opt は負の値となり, t2  t  t1の範囲では, 

opt は正の値となる｡ また, 最終財市場の競争
度を表すラーナーインデックスは,  0 と 1 の間
の値でなくてはならない｡ したがって, 競争政
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上で, 自国政府が関税率 t をコントロールして
自国の社会厚生 u を最大にする時の均衡をみる｡  
5 つの式 (1) - (5) を 6 つの変数 ( pFpBp

Bwtu) 
について解くと, 効用 u が関税率 t の式だけで
記述できる｡ さらに, 0dudt   を満たす関税率を
求めるために, (1) 以外の 4 式を w 以外の 5 変数
で全微分すると 
 1 F BF Bdp a dp    (12) 
 1 F LF B BF
x x
p tp a w du
u u
   
 
  
   
  
 
  1 FF F B BF F
F
x
x p tp a dp
p
    
 
 




B BF F BF F B B F B
B
a
p a x dt ta x dp tp x dp
p




B F B B BF F B BF BF F B
B F B
a x x dM
p x dp p a dp p a du a x dp
p p u dp
 









B F B B BF F B BF BF F B
B F B
a x x dM
p x dp p a dp p a du a x dp
p p u dp
 









B F B B BF F B BF BF F B
B F B
a x x dM
p x dp p a dp p a du a x dp
p p u dp
 





    
  
 (14) 
 1 B B Bt dp p dt dp
      (15) 
となる｡ これら 4 つの式を連立して解き,  3 つ
の変数 (dpFdpBdp

B) を消去すると, du と dt の
関係式が導出される｡ 自国政府が関税率をコン
トロールすることで自国の効用を最大にする時, 
一階の条件式 0dudt   が成立するので, dtの係数が 
0 となる｡ これを tについて解くと, 効用最大化
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   



































(16) 式で導出した t opt を最適関税率と呼ぶ4)｡ 
最適関税率 t optは, ラーナーインデックス , 最
終消費財需要の価格弾力性 eF, 自国が輸入した
中間財 B の需要の価格弾力性 eB, 外国の輸入需
要の価格弾力性, 最終財生産コストに対する
外国からの中間財輸入費用の割合 によって決










となる｡ これは, Takahashi (2005) の最適関税
率と一致する 
ラーナーインデックス が変化する時の最適関
税率 t optの大きさを図 2 のグラフに示す (図 2 )｡ 
 




適関税率 t opt を採り, 中間財および最終財の需
要の価格弾力性 eB, eF, 外国の輸入需要の価格
弾力性, 中間財輸入費用の割合 をパラメタ
ーとみなしている5)｡ 最適関税率 t optの正負の符
号は, ラーナーインデックス の大きさによっ
て決まることが分かる｡ 011 および0





































   









立する時の均衡値を求めると良い｡ 式 (11) と 
(16) を と t について連立して解くと, 実解が以



















   

 (17) 
   
       
1 1 1
1 1 ( ) 1
F B B B B B F
F B B F B F B B B
e e e e e e e
t
e e e e e e e e e
   

    
  
 
   
  
       
   
        
   
       
1 1 1
1 1 ( ) 1
F B B B B B F
F B B F B F B B B
e e e e e e e
t
e e e e e e e e e
   

    
  
 
   
  
       
   
        
 (18) 
(17) および (18) は, 制約条件なしの最適化の
一階の条件を満たす解 (停留点) である｡ 図 3 
は, これらの値をグラフで示している (図 3 )｡ 
 




率を採り, 図 1 および図 2 でそれぞれ導出した




) および (t ) となる｡ 
解のうち, (t ) は, ラーナーインデックス
が  0, 関税率が 1
1t












なる (eB 0e F  0) 場合には, 式 (18) から導出
される関税率 t は負となり, ラーナーインデッ




はないことである｡ (t ) が効用最大化の局
所最適解である十分条件は, 一階の条件だけで
なく, 二階の条件式が必要であるが, 式が複雑
なため, 一般化して解く事は難しい｡ そのため, 
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出する｡ 関数は, Takahashi (2005) や Takahashi, 





   log 1 logF Lu x x        (19) 
log 1 logF Lu x x  
        
   
   
      (20) 
これらの関数のパラメターの条件式は, 0  

  1 xF    0x

F  
  0 である｡ 







     
    








    
     
    
 (22) 
費用関数のパラメターは全て非負値であり, 
さらに      1      1を満たす｡ 
自国消費者は, 予算制約式 (3) 式のもと, 効

















   
    
 
と書ける｡ なお, xF は非負の値である｡ 最終消
費財 Fの需要の価格弾力性 eFは, 需要関数より, 
 
 




F L a c
e
 
   

  


















    である｡ 
特定化した関数の下では, 外国の輸入需要の







L p a cpdM
dp M L p a c
   

  
          
   
    











L p a cpdM
dp M L p a c
   

  
          
   
    

















t t a a
  
    
  
  
      
  
   
  
 
     
     
 










t t a a
  
    
  
  
      
  
   
  
 
     
     
 (24) 
となる｡ パラメターは 0 と 1 の間をとるので, 



























 1B Bp t p
   (26) 
である｡ 最適ラーナーインデックス
opt の大き









8  競争政策と関税政策の有効性と代替性 
では, Takahashi (2005) の基本パラメター数値
例を採る｡ 
0 4 0 2 0 6 24 6 1LAL a                    
0 4 0 2 0 6 24 6 1LAL a                     
0 4 0 2 0 6 24 6 1LbL a    
                      
0 4 0 2 0 6 24 6 1LbL a    




は,  2 つの保護政策 (関税政策および競争政策) 
によって増加した自国の GDP の大きさをラス
パイレス指数によって測定する｡  Takahashi, 
Kenzaki, and Yano (2008) と同様に, 保護政策に
よる厚生効果を保護率 (protection rate) と呼ぶ
ことにしよう｡ ある関税率の下で最適競争政策
を採る時の保護率は, 
 F F L F F Lopt
t
F F L

















おり, xF と xL は, それぞれ, 自由貿易と完全競
争を採る時 (  t  0) の最終消費財と余暇の需
要量を示している｡ また, 価格 pFと wは, それ
ぞれ, 自由貿易と完全競争の時の最終消費財価




 の大きさを示している (表 1 )｡ 
 







-0.8 0.547 -4.404 
-0.702 0.445 -3.411 
-0.5 0.319 -1.549 
-0.1 0.199 0.535 
0 0.181 0.858 
0.02 0.178 0.927 
1 0.087 2.459 
5 0.006 3.346 
5.835 0 3.353 
6 -0.001 3.352 
 
関税率 t が高いほど, 最適ラーナーインデッ
クス










高い｡ たとえば, 日本の平均関税率はおおよそ 
2 ％であるが, 関税率が t  002の時には, 最適
ラーナーインデックスは







した際の最適関税率の式 (16) は, 
  





L L a c
t
L L a c
     
      

 
      
       
 (27) 
となる｡ 
最適関税率は,  6 本の方程式 (21), (22), (23), 











 t tF F L F F Ltopt
F F L








となる｡ xFと xL は, それぞれ, 任意の競争政策
の下で最適関税政策を採る時の最終消費財と余
暇の需要量を示している｡ 競争度を所与とした
ときの最適関税率および保護率の大きさを表 2  
に示す (表 2 )｡ 
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0 5.835 3.353 
0.1 13.793 3.257 
0.2 52.152 2.288 
0.3 144.63 1.264 
0.4 269.27 0.643 
0.445 -0.702 -3.411 
0.5 -0.479 0.128 
0.6 -0.192 1.607 
0.691 0 1.596 
0.7 0.0167 1.556 
0.702 0.02 1.547 
0.8 0.266 0.699 
 
完全競争から徐々に競争を制限すると, 最適
関税率は高まるが, ある値 (図 2 の 2) を超え
ると, 最適関税率は一気に負の値をとり, さら
に競争度が高まるにつれて, 徐々に最適関税率
も高まる｡ 最適関税率がゼロになる時, つまり, 
最適関税政策が自由貿易である時 (t opt  0) の
ラーナーインデックスの値は, 1  0691となっ
た｡ 
また, ラーナーインデックスの大きさが 0 か
ら2 に近づくにつれて, 保護率は下がり, 2 を
超えてラーナーインデックスが大きくなると, 
保護率は高まるが, いずれの場合も, 完全競争
と最適関税政策 (  0t 
opt





現行関税率を 2 ％とした時, 現行関税政策が
最適であるならば, t opt  002であるが, その時






度と関税率の 2 つの解 (t ) および (t ) 
のうち, (t)  (05835) の時には, 保護率が
3 353opt topttR R

   となり , この解が自国の
厚生を最大にする｡ 一方, もう一つの解  ( 

t
)  (04450702) の時には , 保護率が
3 441opt topttR R

    3. 1  となり, 完全競争と自由
貿易を採る時よりも自国の厚生が下がることが
























また,  2 ％の関税率が最適となる時のラーナ
ーインデックスの大きさは,   0702であり, 関




  0178) を採る時と比べて国内市場の競争
が強く制限されている｡ また, 関税率 2 ％が最
適となる時の保護率の大きさは, 1 547
toptR  
であり, 関税率 2 ％の下で最適競争政策を行う
時の保護率 ( 0 927opttR

























 1) 競争政策では, 最終消費財市場に参入する企業
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     
     となるので, 
   1  0の場合には, t2 は 1 より小さい｡ 
 4) 前節と同様に, t opt は, 効用最大化のための一階
の条件を満たしただけであり, 実際には最適解で
ない可能性もある｡ 
 5) パラメターとみなしたこれらの変数は, 本来は, 
いずれもモデルの中で決まる内生変数である｡ 
 6) 外国の輸入財需要の価格弾力性は正の値をと
る｡ また, 0  1  1を仮定するならば, 2  1で
ある｡ 
 7) 例えば, Caves, Frankel, and Jones (1999) を参照｡ 
 8) ラーナーインデックスの性質から, 経済学的に
意味のある は 0 - 1 区間となり, 完全競争の場合
は  0 となる｡ 
 9) 関税率が600％の時には, 最適ラーナーインデ
ックスは負となり, この値には経済学的な意味が





10) 日本の平均関税率の値は, Takahashi (2005) およ
び Takahashi, Kenzaki, Yano (2008) でも説明されて
いる｡ 
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